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 2011年 3月 11日午後 2時 46分に東北三陸沖で発生し
たマグニチュード 9.0、最大震度 7 の大地震（東日本大
震災）は、34 万 1,411 人の避難者を生み、1 万 5,846 人
もの尊い命を奪い、3,320 人の行方不明者を出した
















































 まず 2011 年 3 月 23 日に公表された内閣府の試算をも
とに地震と津波によるマクロ的影響をみておこう5。同試
算によれば、直接的被害（社会資本、住宅、民間企業設
備といった資本ストックの毀損）は約 16 兆～25 兆円で、
このうち岩手、宮城、福島 3 県で約 14 兆～23 兆円を占
める。これは阪神淡路大震災における被災地の毀損額約
9.6 兆円（国土庁推計）を最大 2 倍強上回る規模である。
さらに資本ストックの毀損はフロー（GDP）にも間接的
な影響をおよぼす。震災による民間企業設備の毀損額は
約 9 兆～16 兆円と見込まれているので、この結果年間で
約 1兆 2,500億円～2兆 5,000億円分 GDPが押し下げら
れる。しかも他地域の生産減による GDP の減少額は
2011年度前半で約 2,500億円にのぼると見込まれた。 
 その後 6月 24日、内閣府は震災と津波による直接被害
額の推計値（16.9 兆円）を発表した6。第１表によれば、
建築物（住宅、店舗、工場など）の損害額が 10 兆 4,000
億円で阪神淡路大震災時の 1.6 倍、農林水産関係や保健
医療施設などその他部門の損害額が 3 兆円で同 6 倍、原
発施設も含まれるライフラインの損害額が 1 兆 3,000 億
円で同約 2.2 倍、社会基盤の損害額が 2 兆 2,000 億円だ
った。3.11 後に発表された民間機関による推計値もおお
むね 15 兆～20 兆円の幅であり7、実際の調査によってこ
れらの推計が裏付けられたと考えてよいだろう。 































































業　種 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
鉱工業全体 -15.5% 1.6% 6.2% 3.8% 0.4% 0.6% -3.3% 2.2% -2.7% 4.0%
鉄鋼業 -10.2% -2.2% -2.1% 1.0% -0.7% 2.4% -2.9% 2.6% -1.2% -0.8%
非鉄金属 -16.5% 3.2% 1.9% 2.7% 1.2% 2.5% -2.3% 5.4% -2.5% 2.4%
金属製品 -10.7% 2.1% 3.4% 2.9% -2.4% 0.2% -4.4% 2.5% 0.7% -0.1%
一般機械 -14.5% 12.0% 5.6% -0.8% 0.5% 1.0% -6.1% 3.1% -0.3% 0.9%
電気機械 -10.2% 4.4% 2.4% 4.6% -0.2% 0.8% -7.4% 0.2% 0.2% -1.1%
情報通信機械 -8.0% -16.7% 13.5% 15.0% 15.8% -10.6% -7.8% -6.8% -23.7% 34.8%
電子部品・デバイス -6.6% -12.6% -0.6% 5.2% -3.4% 1.2% -2.3% -5.6% 0.5% 7.1%
輸送機械 -46.7% -1.9% 36.6% 19.5% 5.5% 6.7% -5.9% 11.5% -10.0% 12.3%
精密機械 -12.9% 13.6% 1.8% 9.9% 5.7% -2.2% -1.3% 2.0% -3.7% 2.8%
窯業・土石製品 -5.1% 0.2% -1.8% 0.5% 1.0% 1.1% -2.7% 1.5% -0.4% -0.2%
化学 -2.3% -0.1% 11.0% -0.3% -6.3% 0.6% 0.0% -0.4% -1.5% NA
石油・石炭製品 -12.3% -0.4% 1.0% 5.7% 1.3% -0.5% -4.3% 1.3% -0.9% 0.2%
プラスチック製品 -11.9% 4.6% 5.1% -2.1% -0.5% 0.0% -4.9% 2.8% 0.9% 3.5%
パルプ・紙・紙加工品 -8.3% -0.4% -1.5% 1.9% -2.2% 1.8% -1.5% 5.8% 0.5% -0.2%
繊維 -1.8% -0.9% -0.9% 0.4% 0.3% 1.8% -3.7% -1.0% 2.4% 0.6%
食料品・たばこ -8.7% 7.1% 1.0% -3.1% 2.1% -3.3% 0.9% 0.8% 2.4% NA

























































製 造 業 に 限 定 し て み る と 6 6 . 6 ％ に の ぼ る 































素材業種 88 42 27 35 12










注：カッコ内は前の期の順位、2011 年 3 月 17日までに決算発表した 3 月期決算企業（金融、新興 2 市場除く）で 3 期間
比較可能、2011年 3月期の棚卸資産が 300億円以上の製造業 187社が対象、連結優先、変則決算除く、社名は略称。 















1 (25) タダノ -21.4 307
2 (68) 三菱紙 -19.0 412
3 (59) 日軽金 -16.6 530
4 (53) ＮＥＣ -16.1 2,647
5 (112) ダイハツ -16.0 806
6 (23) 富士重 -15.4 1,664
7 (5) ＪＶＣケンウ -14.5 382
8 (181) 大日本住友 -14.2 559
9 (60) 新明和 -13.0 312
10(170) トクヤマ -10.5 363
11(136) カシオ -10.3 454
12(64) ＩＨＩ -10.2 3,630
13(38) 太平洋セメ -10.0 685
14(131) 三菱重 -10.0 11,162
15(142) 森永乳 -8.9 322
16(129) トヨタ -8.3 13,042
17(141) 味の素 -7.8 1,353
18(180) ＪＴ -7.4 5,138
19(15) アマダ -6.9 523









1 食料品 636,535 13.6% 10.7% 2.9%
2 電子部品・デバイス 491,799 10.5% 5.1% 5.4%
3 情報通信機械 357,401 7.7% 3.5% 4.2%
4 化学工業 330,458 7.1% 11.4% -4.3%
5 非鉄金属 293,543 6.3% 2.0% 4.3%
6 輸送機械 267,187 5.7% 14.4% -8.7%
7 金属部品 232,965 5.0% 5.9% -0.9%
8 生産用機械 227,194 4.9% 5.2% -0.3%
9 業務用機械 193,969 4.2% 3.1% 1.1%
10 飲料・たばこ・飼料 192,912 4.1% 3.7% 0.4%
業　種
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注： 2009年 3月 31日時点。 
原出所： (財)日本立地センター「平成 22 年度『新興国シフト』に伴う家電メーカーの国内拠点への影響と競争力強化に向
けた調査報告書」30ページ。 
出所： 藤本隆宏・天野倫文「『東日本大震災』から産業社会を考える」『世界経済評論』2011年 7/8月号、29ページ。 
 
工場数 比率 (%) 工場数 比率 (%) 工場数 比率 (%)工場数比率 (%)
半導体製造装置生業 3 12.5 7 29.2 4 16.7 24 100
フラットパネルディスプレイ製造装置製造業 1 25.0 4 100
電子管製造業 2 40.0 1 20.0 5 100
光電変換素子製造業 4 28.6 1 7.1 1 7.1 14 100
半導体素子製造業（光電変換素子を除く） 20 22.0 15 16.5 11 12.1 91 100
集積回路製造業 22 19.8 26 23.4 5 4.5 111 100
液晶パネル・フラットパネル製造業 3 12.0 5 20.0 2 8.0 25 100
抵抗器・コンデンサ・変成器・複合部品製造業 26 36.6 6 8.5 7 9.9 71 100
音響部品・磁気ヘッド・小型モータ製造業 1 20.0 1 20.0 5 100
コネクタ・スイッチ・リレー製造業 8 28.6 6 21.4 28 100
半導体メモリメディア製造業 1 50.0 1 50.0 2 100
光ディスク・磁気ディスク・磁気テープ製造業 2 15.4 6 46.2 2 15.4 13 100
電子回路基板製造業 18 20.7 28 32.2 11 12.6 87 100
電子回路実装基板製造業 1 25.0 1 25.0 4 100
電源ユニット・高周波ユニット・コントロールユニット製造業 1 25.0 2 50.0 4 100
その他のユニット部品製造業 1 50.0 2 100
その他の電子部品・デバイス・電子回路製造業 42 22.3 37 19.7 22 11.7 186 100
ちゅう房機器製造業 1 33.3 3 100
空調・住宅関連機器製造業 1 7.7 3 23.1 1 7.7 13 100
医療衛生関連機器製造業 1 33.3 1 33.3 3 100
その他の民生用電気機械器具製造業 1 3.1 5 15.6 16 50.0 32 100
電球製造業 4 30.8 5 38.5 13 100
電気気照明器具製造業 1 6.3 4 25.0 1 6.3 16 100
蓄電池製造業 3 14.3 5 23.8 7 33.3 21 100
一次電池（乾電池、湿電池）製造業 1 16.7 3 50.0 6 100
その他の電気機械器具製造業 7 8.4 30 36.1 9 10.8 83 100
有線通信機械器具製造業 3 33.3 5 55.6 9 100
携帯電話機・PHS電話機製造業 1 33.3 1 33.3 3 100
ラジオ受信機・テレビジョン受信機製造業 4 50.0 2 25.0 8 100
ビデオ機器製造業 2 25.0 2 25.0 8 100
デジタルカメラ製造業 3 100
電気音響機械器具製造業 6 50.0 3 25.0 1 8.3 12 100
電子計算機製造業（パーソナルコンピュータを除く） 10 66.7 15 100
パーソナルコンピュータ製造業 2 25.0 2 25.0 1 12.5 8 100
外部記憶装置製造業 1 25.0 2 50.0 4 100
印刷装置製造業 2 33.3 2 33.3 1 16.7 6 100
表示装置製造業 1 100.0 1 100
その他の附属装置製造業 1 14.3 2 28.6 7 100
電子部品・デバイス・電子回路製造業 151 23.2 133 20.5 65 10.0 650 100
電気機械器具製造業 13 6.8 54 28.4 43 22.6 190 100
情報通信機械器具製造業 16 19.0 33 39.3 8 9.5 84 100
総合計 184 19.3 227 23.8 120 12.6 952 100














るをえないからである。第 6 表は 2011 年 3 月期の棚卸
資産減少率の順位をみたものである。同表によれば、上
位 20 位にランキングしている企業のうち、前年も 20 位
以内だった企業は JVC ケンウッドとアマダのみである。
上位に入っている企業がダイハツ工業（5 位）、富士重工









産額ベース）は全国平均の倍の 10.5％で 4,917 億 9,900
万円だった。同じように情報通信機械も全国平均の約 2






































































シート用 PET フィルムは同 6 割強、JX 日鉱日石金属の
生産する ITO ターゲット材は同 4 割強である。シェア
の高さからわかるとおり、これらの部品・部材の生産は 
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出所： FOURIN『日本自動車調査月報』No. 146、2011年 5月、9～11ページより筆者作成。 
メーカー 生産拠点名 立地拠点 品　目


























JSR 鹿島工場 茨城県神栖市 エチレンプロピレンゴム、ブタジエン、イソプレン他
新日鐵住金ステンレス 鹿島製造所 茨城県鹿嶋市 ステンレス薄板
新日本製鐵 釜石製鉄所 岩手県釜石市 棒鋼、バーインコイル、特殊線材、普通線材、鋳物用銑鉄
住友金属工業 鹿島製鉄所 茨城県鹿嶋市 溶接軽量H形鋼、鋼管杭、ガス管、厚板、薄板等
住友ゴム工業 白河工場 福島県白河市 乗用車／トラック／バス用タイヤ
THK 山形工場 山形県東根市 上リンクボール、ロッドエンドなど
帝人デュポンフィルム 宇都宮事業所 栃木県宇都宮市 ポリエステルフィルムの製造・加工・販売等
東洋ゴム工業 仙台工場 宮城県岩沼市 自動車タイヤ
東レ 東レ東燃機能膜合同会社 栃木県那須塩原市 バッテリーセパレータフィルム
























三井化学 鹿島工場 茨城県神栖市 シート用クッション材、塗料、無水マイン酸（ボディ等用）
三井金属アクト 石川工場 福島県石川郡 ドアロック等
三井金属鉱業 八戸製錬株式会社八戸精練所 青森県八戸市 亜鉛





























































































































































































いる23。たとえば、2011 年 6 月 20 日、日本自動車工業
会の志賀俊之会長は「震災に強いサプライチェーンを作
るためにも部品の共通化はできるところから実施してい














































1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
製造工業 91.1 93.7 73.6 72.8 82.1 86.4 86.9 89.0 85.8 89.3 86.7 89.4
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対処すべきか――海外移転を急ぐ前に考えるべきこと」
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なおこの調査は 2011 年 7 月 1 日を期日として実施さ
れた。調査対象は「2010・2011・2012 年度 設備投
資計画調査」の対象企業である。回答した企業 1,464


















































24 『日経産業新聞』2011年 6月 21日付。 
25 『日本経済新聞』2011年 7月 26日付朝刊。 




























ク (IPN: International Production Network(s) )」とか
「グローバル価値連鎖 (GVC: Global Value Chain(s) )」
などと呼ばれる。国際生産ネットワークについては、





























ングにおける 7 つ目の課題（いわゆる「7 重苦」：法人
税、経済連携、労働、地球温暖化問題、原料高・原料
課税、円高、電力制約）とも位置づけられ、国内空洞
化問題への対策として極めて重要となる」（吉元
［2011］、21 ページ）と述べている。「6 重苦」とは法
人税（法人減税の不全）、経済連携（貿易自由化の不
全）、労働（労働規制緩和の遅延）、地球温暖化問題、
原料高・原料課税、円高であり、「7 重苦」とはこれに
電力供給不安（原発の稼働停止）を加えたものである。 
（京都大学非常勤講師） 
 
